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92 90 61 151 56 8 64 13 53 66
93 89 61 150 56 8 64 12 53 65
94 89 61 150 56 8 64 12 53 65
95 86 64 150 54 10 64 11 54 65
96 82 67 149 52 12 64 10 55 65
97 45 102 147 26 38 64 2 62 64
98 34 110 144 18 46 64 0 61 61
99 27 118 145 14 50 64 0 60 60
2000 26 115 141 14 50 64 0 57 57
01 21 117 138 12 52 64 0 56 56
02 17 117 134 10 54 64 0 53 53
03 16 115 131 9 55 64 0 50 50
04 16 113 129 9 55 64 0 48 48
05 15 111 126 9 55 64 0 47 47
06 15 110 125 9 55 64 0 46 46
07 14 110 124 8 56 64 0 45 45
08 14 109 123 8 56 64 0 44 44
09 15 105 120 9 55 64 0 42 42
10 15 104 119 9 54 63 0 42 42
11 16 104 120 9 55 64 1 41 42
12 16 101 117 9 55 64 1 40 41




































































































名称 年度 対象行 地域 形態 公的資金
山陰合同銀行 1991.4 第一地銀と第二地銀 近隣県 合併 なし
伊予銀行 92.4 第一地銀と第二地銀 同県 合併 なし
熊本ファミリー銀行 92.4 第二地銀同士 同県 合併 なし
北都銀行 93.4 第一地銀と第二地銀 同県 合併 なし
関西さわやか銀行 98.10 第二地銀同士 近隣県 合併 なし
みなと銀行 99.4 第二地銀同士 同県 合併 あり
八千代銀行 2000.8 第二地銀と信用金庫 同県 合併 なし
北洋銀行 01.4 第二地銀同士 同県 持株会社化
の後に合併
なし
もみじHD 01.9 第二地銀同士 同県 持株会社化
の後に合併
あり
親和銀行 02.4 第一地銀と第二地銀 同県 持株会社化
の後に合併
なし
関東つくば銀行 03.4 第一地銀と第二地銀 同県 合併 なし
関西アーバン銀行（1回目） 04.2 第二地銀同士 近隣県 合併 なし
ほくほくFG 04.8 第一地銀同士 飛び地 持株会社 あり
西日本シティ銀行 04.10 第一地銀と第二地銀 同県 合併 あり
きらやか銀行 05.10 第二地銀同士 同県 持株会社化
の後に合併
なし
紀陽銀行 06.2 第一地銀と第二地銀 同県 持株会社化
の後に合併
あり
山口FG 06.10 第一地銀と第二地銀 近隣県 持株会社 あり
ふくおかFG（1回目） 07.4 第一地銀と第二地銀 近隣県 持株会社 あり
ふくおかFG（2回目） 07.10 FGと第一地銀 近隣県 持株会社 あり
フィデアHD 09.10 第一地銀同士 近隣県 持株会社 なし
池田泉州銀行 09.10 第一地銀同士 同県 持株会社化
の後に合併
なし
筑波銀行 10.3 第一地銀と第二地銀 同県 合併 あり
関西アーバン銀行（2回目） 10.3 第二地銀同士 近隣県 合併 なし
トモニHD 10.4 第二地銀同士 近隣県 持株会社 なし
十六銀行 12.9 第一地銀と第二地銀 同県 合併 あり
じもとHD 12.10 第二地銀同士 近隣県 持株会社 あり
東京都民銀行・八千代銀行 14.10 第一地銀と第二地銀 同県 持株会社 あり
横浜銀行・東日本銀行 16.4 第一地銀と第二地銀 近隣県 持株会社 なし
肥後銀行・鹿児島銀行 15.10 第一地銀同士 近隣県 持株会社 なし
トモニHD・大正銀行 16.4 HDに合流 近隣県 持株会社 なし
東京TYFG・新銀行東京 16.4 当面FGに合流 同県 合併（予定） あり
足利HD・常陽銀行 16秋 第一地銀同士 近隣県 持株会社 あり
（注）「公的資金」は統合・再編前の投入状況
（出所）高橋昌裕「ザ・地銀」金融財政事情研究会に横浜銀行以下を追加。
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名古屋学院大学論集
がほとんど重複していないため，店舗や人員の削減効果は期待できず，また，統合効果の出やす
いシステムの統合も当面予定していないので，効果が持続するか疑問視する向きもある。
　店舗網が重複する2つの銀行が統合する場合には，重複店舗の整理よる効率化がまず期待でき
るが，今後，地域の経済規模が縮小していく中では，既存のテリトリーに新店舗を開設する魅力
的な候補地は極めて少ないものと考えられる。店舗の統合により節約できた人材を成長が期待で
きる県・都市に振り向けるなどの積極的な戦略を展開しないことには，統合しても，結局は先ぼ
そりするだけである。余裕が出た人材については，自行の調査部門や地域の経済団体のそうした
部門に投入して，前項で見た地域再生のビジョン作りに当たらせることも考えられる。
　なお，地域銀行に対して再編を促す姿勢を強めている金融庁は，一方で，経営統合を支援する
ために，2014年にはグループ内の銀行間で資金余剰銀行から不足銀行へ余った資金を自由に融
通できるように規制を緩和する（銀行法では，自己資本の25％までという規制があった）など
の措置を実施している。
2）広域連携の動向
　合併・統合には至らなくても，地銀では従来，巨額の投資が必要になるコンピュータシステム
の開発にあたって，地域が近接しない銀行間で共同開発をしてきた実績がある。基幹システムを
共同開発してきた千葉銀行，第四銀行など有力地銀6行は，2014年に国際・市場部門での連携強
化を決め，海外拠点の相互利用や商品の共同開発の検討を始めた。
　また，システム開発ではないが，横浜銀行を中心に，銀行の販売力強化のため，「地域金融
マーケティング研究会」が組織され，さらに研究会に参加する6行によって2013年3月に「共同
MCIFセンター」が立ち上げられ，ビッグデータを活用したマーケティング手法の共同研究が行
われている。このほか，強化災害時の相互支援，県域を越えたビジネスマッチングなどの取引先
支援などの分野で5行から10行の地銀による広域連携が実施されており，これらが経営統合など
の再編につながっていく可能性も指摘されている。
今後の課題
　大都市圏を除く地方圏では，今後人口の減少が確実に進んでいく中で，従来からオーバーバン
キングということが指摘されている地域金融機関の整理統合は不可避である。金融庁の後押しも
あって，大手地方銀行を含めた再編が始まっているが，人口減少による地方経済の停滞がそれほ
ど顕在化していないため，当事者はまだ，切迫感をもって取り組んでいるとは言えない。
　典型的な例が，関東つくば銀行と茨城銀行の合併で，当初2006年1月の合併予定であったもの
が7月に延期され，さらに新銀行発足に伴う償却費用が予想以上に膨らみ負担が重すぎるという
理由で合併が見送りになった。その後，合併見送りに伴う損害賠償請求，和解金の支払いによる
和解という過程を経て2010年に関東つくば銀行が茨城銀行を吸収合併する形で筑波銀行が発足
した。2006年に両行の決算が好転したという短期的な事情が見送りという結論に影響を与えた
人口減少時代における地域金融機関
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とみられ，長期的なビジョンの存在が疑問視される。
　また，かつて，第一銀行と勧業銀行の合併の際に，人事部が旧第一・旧勧銀で別々に置かれ，
いわゆる「たすきがけ人事」や頭取の「順送り（第一・勧銀交互に選出）」が行われたことなど
が原因となって，両者の融合が進まなかったために，資金量は富士・住友・三和・三菱などの上
位都銀を上回りながら，収益力は見劣りする状況が長く続いたとされ，その意味で合併の効果は
期待されたほど生じなかったようである。第一勧銀などによって設立されたみずほ銀行について
も同じような指摘がある。
　銀行の合併は，合併後に入行した世代が経営陣になるまでは旧行意識が抜けない，と言われる
ほどに，合併の効果が顕在化するまでには時間がかかるようだが，現在，地域銀行がおかれてい
る環境を考えれば，そんな悠長なことはしておれないはずで，自行の発展のための取引基盤の拡
大に専念することが必要である。
　なお，本稿では規模の拡大による効率化を中心に述べてきたが，この結果，人口減少地区の金
融サービスが大きく低下する可能性がある。こうした地域への効率の悪いサービスを合併・連携
からもれた金融機関にまかせてよいのか，ユニバーサルサービスとみなして，ゆうちょ銀行にま
かせてしまえばよいのか等の問題に対する検討も進めることが必要である。
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